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（介護療養型）

（従来型）

療養病床の転換を支援するため、療養病床の転換に係る特別償却制度（※）の適用期限を、「平成２１年３月」から「平成２４年３月」
（療養病床再編成の終了時）に延長するよう要望する。

※ 療養病床を老人保健施設等に転換するための改修等を行った場合に、当該年度の法人税について、基準取得価格（取得価額の５０％）の１５％の
特別償却を行うことができる制度

【通常の償却の場合】

39年間

改修価額
5000万円

・・・

通常の償却額
（毎年度130万円）

改修価額
5000万円

・・・

通常の償却額
（毎年度130万円）

36年間

特別償却額（375万円）
この額を損金算入するこ

とで、減税の効果が得られ
る。

○ 改修年度において、通常の償却額に特別償却額375万円を上
乗せすることが可能となり、税負担を軽減。

○ 償却期間が短くなる（39年→36年）ことで、投下資本の早期回
収を図ることが可能。

特別償却制度の具体的なイメージ
（例：改修額5,000万円の場合）

※ 平成23年度
末をもって廃止

療養病床の転換に係る
特別償却制度

転
換
支
援

療養病床の再編成と支援のスキーム

【特別償却の場合】

※ 療養病床の再編成とは、医療の必要性に応じた機能分担を推進す
ることにより、「①利用者の実態に即したサービスの提供」、「②人材
の効率的な活用」、「③医療・介護の総費用の減少」を図ることを目指
すもの。

療養病床の転換に係る特別償却制度の適用期限の延長

要望内容

高齢者等が生き生きと安心して暮らせる福祉社会の実現



10

国民の安全と安心のための施策の推進

公益法人が設置する医療関係者の養成所、社会福祉施設等に係る地方税の非課税措置の存続

非課税 非課税

非課税

「非営利性が徹底された法人」
（要件）
・剰余金の配分を行わない旨を定款で定め
ていること
・解散時の残余財産を公益社団・財団法人
等に帰属させる旨を定款で定めていること

など

民法第34条に基づく

社団・財団法人が設置する施設 特例民法法人が設置する施設

移行期間

平成20年12月1日
（施行）

平成25年11月30日

非
課
税
要
望

公益社団・財団法人が設置する施設

一般社団・財団法人が設置する施設

「上記以外の法人」 課税

※ 民法３４条法人の設置する施設のうち、
医療関係者の養成所、社会福祉施設、幼稚園等
特定の用途に使用されている施設のみ非課税。

特例民法法人から非営利型の一般社団法人・一般財団法人に移行した法人のうち、一定の要件を満たす法人について、
現行の税制優遇措置を継続する。

要望内容

○ これまで、民法３４条法人の設置する医療関係者の養成所、社会福祉施設、
幼稚園等については、それらの施設の公益性に鑑み非課税であった。
これらの施設に課税されれば利用者などに著しい支障をきたすおそれがある。

○ これまで非課税措置が講じられてきた経緯を踏まえ、一般社団・財団法人の
うち「非営利性が徹底された法人」について、非課税措置を要望する。
（法人税については、すでに非課税とされている）

○ 非課税対象は既存施設の固定資産税、都市計画税とする。
（平成25年12月1日以降新たに設置する施設については非課税対象外）

非課税要望についての考え方


